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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。
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を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

第１四半期
連結累計期間

第26期
第１四半期
連結累計期間

第25期

会計期間
自 2022年６月１日
至 2022年８月31日

自 2023年６月１日
至 2023年８月31日

自 2022年６月１日
至 2023年５月31日

売上高 (千円) 105,358 106,516 454,515

経常損失(△) (千円) △31,720 △20,312 △78,400

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純損失(△)

(千円) △31,282 △20,524 △89,036

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △18,006 △7,451 △70,168

純資産額 (千円) 624,090 564,477 571,928

総資産額 (千円) 1,124,698 1,016,078 993,956

１株当たり四半期(当期)純損失

(△)
(円) △4.17 △2.74 △11.87

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.5 55.6 57.5

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識して

いる以下の主要なリスクが発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

（継続企業の前提に関する重要事象等について）

当社グループは前連結会計年度において、営業損失71,980千円を計上いたしました。また、当第１四半期連結累計

期間においても、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が残る中、主に民間企業におけるインバウンドマーケテ

ィング（訪日旅行者向けプロモーションなど）の需要が本格的に回復するまでには至らず、当社を取り巻く事業環境

は引き続き大変厳しいものとなりました。その結果、当第１四半期連結累計期間において営業損失28,282千円を計上

しております。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループは当該状況を解消すべく、需要が堅調に増加しているグローバルBtoB企業向けのアウトバウンドマー

ケティング（海外進出、海外市場向けプロモーションなど）の領域へ重点的に経営資源の配分を行い、営業活動を強

化することで、売上高及び収益の拡大を図ってまいります。また、経営資源を収益性の高い拠点や事業に集中させる

ことで、グループ全体の効率化、合理化を図ってまいります。

なお、資金面では、当第１四半期連結会計期間の末日現在において、現金及び預金を600,585千円保有しており、

当面の間、運転資金および投資資金を十分賄える状況であることから資金繰りにおいて重要な懸念はないと判断して

おります。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在するものの、重要な不確実性は認められないも

のと判断しております。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間（2023年６月１日～2023年８月31日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染

症による経済社会活動の制限が緩和され、景気は持ち直しの動きがみられました。しかしながら、ウクライナ情勢の

長期化や円安等によるエネルギー価格・原材料価格の高騰、世界的な金融引き締め等による景気の下振れリスクが懸

念され、依然として先行きは予断を許さない状況が続いております。

このような状況の中、当社グループは「業績回復」を最優先課題とし、強みである多言語分野で幅広い需要を取り

込むことができるよう、グローバルBtoB企業向けのアウトバウンドマーケティング支援（海外進出、海外市場向けプ

ロモーションなど）の領域へ重点的に経営資源を配分し、営業活動の強化を行ってまいりました。

特に当社グループの強みである多言語分野で大手グローバル企業向けに付加価値の高い海外向けSEOコンサルティン

グサービスの販売に注力してまいりました。当社グループのこれまでの豊富な実績から得た経験とノウハウを活かし

た付加価値の高いサービスを提供することで、新規取引先の獲得は順調に推移いたしました。

また、インバウンド市場においては、需要の大幅な回復がみられ、日本政府観光局（JNTO）によると、2023年１月

から８月までの訪日外国人旅行者数は1,518万人となり、コロナ禍前の2019年同期比で約69％の水準となりました。円

安も追い風となり、直近に発表された2023年８月の東南アジアや米国、豪州からの訪日外国人旅行者数は、コロナ禍

前の2019年同月を上回っており、日本企業における外国人向けプロモーション需要は高まることが期待されておりま

す。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は106,516千円（前年同期比1.1％増）、営業損失は28,282千円

（前年同期は営業損失32,614千円）、経常損失は20,312千円（前年同期は経常損失31,720千円）、親会社株主に帰属

する四半期純損失は20,524千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失31,282千円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.9％増加し、846,776千円となりました。これは、主に現金及び預金の

増加によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて9.3％減少し、169,302千円となりました。これは、主に投資有価証券の

減少によるものであります。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて34.0％増加し、235,054千円となりました。これは、主に買掛金の増加に

よるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて12.2％減少し、216,546千円となりました。これは、主に長期前受金の減

少によるものであります。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.3％減少し、564,477千円となりました。これは、主に利益剰余金の

減少によるものであります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年10月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,502,800 7,502,800
東京証券取引所

（スタンダード市場）
単元株式数は100株であります。

計 7,502,800 7,502,800 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年６月１日～
2023年８月31日

― 7,502,800 ― 100,000 ― 471,876

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

75,015 －
7,501,500

単元未満株式
普通株式

－ －
1,300

発行済株式総数 7,502,800 － －

総株主の議決権 － 75,015 －

(注) 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2023年５月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2023年６月１日から2023年

８月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年６月１日から2023年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 545,518 600,585

受取手形、売掛金及び契約資産 140,643 123,428

販売用不動産 77,474 80,572

仕掛品 1,334 2,428

その他 64,920 43,909

貸倒引当金 △22,594 △4,148

流動資産合計 807,295 846,776

固定資産

有形固定資産

建物 6,192 6,422

減価償却累計額 △6,192 △6,422

建物（純額） - -

工具、器具及び備品 2,475 2,823

減価償却累計額 △2,373 △2,733

工具、器具及び備品（純額） 102 90

有形固定資産合計 102 90

無形固定資産

ソフトウエア 0 0

無形固定資産合計 0 0

投資その他の資産

投資有価証券 139,660 121,309

敷金及び保証金 7,016 4,973

その他 39,880 63,097

貸倒引当金 - △20,168

投資その他の資産合計 186,557 169,211

固定資産合計 186,660 169,302

資産合計 993,956 1,016,078

負債の部

流動負債

買掛金 109,157 142,865

1年内返済予定の長期借入金 12,773 10,873

未払費用 19,389 19,066

未払法人税等 290 445

前受金 7,677 11,380

賞与引当金 1,960 3,614

その他 24,209 46,808

流動負債合計 175,457 235,054

固定負債

長期借入金 205,666 201,126

繰延税金負債 3,799 3,799

長期前受金 37,104 11,406

その他 - 213

固定負債合計 246,570 216,546

負債合計 422,027 451,601
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 538,774 538,774

利益剰余金 △124,230 △144,754

株主資本合計 514,544 494,019

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,494 8,494

為替換算調整勘定 48,881 61,954

その他の包括利益累計額合計 57,376 70,448

非支配株主持分 8 8

純資産合計 571,928 564,477

負債純資産合計 993,956 1,016,078
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年６月１日
　至 2022年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
　至 2023年８月31日)

売上高 105,358 106,516

売上原価 35,173 33,905

売上総利益 70,184 72,610

販売費及び一般管理費 102,799 100,893

営業損失（△） △32,614 △28,282

営業外収益

受取利息 48 101

解約手数料等 226 4

為替差益 657 4,490

投資有価証券売却益 - 2,957

その他 526 910

営業外収益合計 1,458 8,463

営業外費用

支払利息 528 454

貸倒引当金繰入額 12 12

その他 23 27

営業外費用合計 564 493

経常損失（△） △31,720 △20,312

税金等調整前四半期純損失（△） △31,720 △20,312

法人税、住民税及び事業税 △438 211

四半期純損失（△） △31,282 △20,524

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △31,282 △20,524
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年６月１日
　至 2022年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
　至 2023年８月31日)

四半期純損失（△） △31,282 △20,524

その他の包括利益

為替換算調整勘定 13,275 13,072

その他の包括利益合計 13,275 13,072

四半期包括利益 △18,006 △7,451

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △18,006 △7,451

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

（税金費用の計算方法の変更）

従来、税金費用については原則的な方法により計算しておりましたが、四半期連結決算の対応を迅速かつ効率的に

行うため、当第１四半期連結会計期間より当社及び連結子会社の税金費用については、（四半期連結財務諸表の作成

にあたり適用した特有の会計処理）に記載の方法に変更しております。なお、この変更による影響は軽微である為、

遡及適用は行っておりません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を用いた計算を

しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。
　

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年６月１日
至 2022年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

減価償却費 782千円 343千円

　

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間(自 2022年６月１日 至 2022年８月31日)

１．配当金支払額

　 該当事項はありません。
　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
　
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
　

当第１四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2023年８月31日)

１．配当金支払額

　 該当事項はありません。
　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
　
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　 前第１四半期連結累計期間（自 2022年６月１日　 至 2022年８月31日）

当社グループは、マーケティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　 当第１四半期連結累計期間（自 2023年６月１日　 至 2023年８月31日）

当社グループは、マーケティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

　当社グループはマーケティング事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益をサービスの対

象領域別に分解した情報は下記の通りであります。

　前第１四半期連結累計期間（自 2022年６月１日　 至 2022年８月31日）

（単位：千円）

報告セグメント

マーケティング事業

売上高

一時点で移転される財 5,756

一定の期間にわたり移転される財 99,601

顧客との契約から生じる収益 105,358

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 105,358

　当第１四半期連結累計期間（自 2023年６月１日　 至 2023年８月31日）

（単位：千円）

報告セグメント

マーケティング事業

売上高

一時点で移転される財 2,944

一定の期間にわたり移転される財 103,571

顧客との契約から生じる収益 106,516

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 106,516

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年６月１日
至 2022年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △4円17銭 △2円74銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円) △31,282 △20,524

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(千円)

△31,282 △20,524

普通株式の期中平均株式数(株) 7,502,800 7,502,800

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2023年10月13日

アウンコンサルティング株式会社

取締役会 御中

　

アスカ監査法人

東京事務所

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 石渡 裕一朗

指定社員
業務執行社員

公認会計士 伊藤 昌久

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアウンコンサル

ティング株式会社の2023年６月１日から2024年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年６月１

日から2023年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年６月１日から2023年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アウンコンサルティング株式会社及び連結子会社の2023年８月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

　



期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年10月13日

【会社名】 アウンコンサルティング株式会社

【英訳名】 AUN CONSULTING,Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長CEO 信 太 明

【最高財務責任者の役職氏名】 経営支援担当常務執行役員 高 橋 重 行

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目２番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長CEO 信太 明 及び当社最高財務責任者 高橋 重行 は、当社の第26期第１四半期（自

2023年６月１日 至 2023年８月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されてい

ることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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